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研究成果の概要（和文）：本研究では、今日、若者を中心に見られる「田園回帰」の潮流の先に、都市と農山村
の間を人材が行き交う「都市農村対流時代」への到来を見据えた時、農村地域資源の担い手の世代交代を含めた
継承のあり方を検討し、その成果として「農村再生のプロセスづくり」を提起した。手順としては、空洞化した
コミュニティへの手当てがまず必要であり、持続できる里山環境づくりを共通項として、地域コミュニティの質
（QOL）を上げ、暮らしから地域経済循環への橋渡しの機会を生み、多様ななりわいの再構築を目指す流れであ
る。その際には、地域課題の解決に執着し過ぎず、よそ者とともに世代間のバトンリレーの機会を生み出す姿勢
が求められている。

研究成果の概要（英文）：Beyond the tide of "return to rural life" seen mainly by young people, we 
can see the arrival of the "the era of urban-rural multidimensional circulation" in which human 
resources exchange between cities and rural areas. Therefore, in this study, we examined how to 
inherit the resources of rural areas, including the change of generations. The result is the 
proposal of "creating a process for rural revitalization." The first step is to take care of the 
hollowed out community. Creating a sustainable satoyama environment will be a common experience, and
 the quality of life (QOL) of the local community can be improved. As a result, opportunities for 
bridging from living to the regional economic cycle will be created, aiming to rebuild diverse 
livelihoods. In that case, it is necessary not to be too obsessed with solving regional issues, but 
to overcome the barriers of generations together with strangers.

研究分野：農村経済学

キーワード： 農村地域資源　担い手継承　プロセス構築　農山村再生　田園回帰
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究が対象とする農村地域資源は、資源が有していた経済的価値が低下したために、利用者が維持管理から離
脱する「過少利用」局面にある。その結果、直接的に資源を利用する農村住民の外側に位置する都市住民にも影
響が及ぶことから、本研究では7名の専門分野の知見を活かし、先発的な実態調査分析と考察を試みた。結果と
して、農村住民と都市住民との間での共感の相互交換がなされる「地域を開く」地域再生プロセスの重要性を指
摘した意義は、学術的にも社会的にも大きく、特に、政策レベルで「地域政策・農村政策の総合化」が主要な論
点となる中で、現場での具体的な実装に向けた知見を多く提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
日本の農山村は、1960 年代に端を発する高度経済成長のもとで、農山村から都市への人口移
動が顕著となり、以来、農村側は、過疎問題に象徴される人口減少、少子化・高齢化のもとでの
課題発現地域であった。とりわけ、研究開始当初の 2010 年代後半には、昭和ひと桁世代が 80 
歳以上を迎え、農地や水路などの農業資源や自らの居住環境の維持管理に体力的な限界が近づ
いてきた。中山間地域等直接支払制度の第 4 期始動時（2015年）における協定締結面積の大幅
な減少（いわゆる「第 4 期ショック」）も、農業従事者の高齢化がより進む中での農地管理の持
続性に対する不安感を反映した現象と言える（橋口卓也『中山間地域直接支払制度と農山村再
生』）。まさに、農山村の地域資源の担い手は、現役世代が頑張りつつも、世代交代はいよいよ待
ったなしの状況にある。 
さらに、2014年に公表された「増田レポート」に端を発する自治体消滅論は、地方に対し東
京一極集中の危機感を煽りこそすれ、かえって「あきらめ感」を助長しかねず、農山村再生の機
運が削がれてしまうことが懸念された（小田切徳美『農山村は消滅しない』など）。その点から、
現場で求められるのは、農山村を住み継ぐ住民への周囲の共感であり、それを経済の地域循環の
再構築へと導く、再生プロセスの再構築であった。 
その中で、都市から農山村へのまなざしは、従来からのグリーンツーリズムに象徴される「都
市農山村交流」の段階から、2000 年代より発現する若者を中心とする「田園回帰」現象へと大
きく変化してきた。それだけでなく、「近居」や「通い」により少なからず地元に関わりを持ち
続ける農山村出身の他出者の実態も、近年の農山村地域研究から明らかにされている（徳野貞
雄・柏尾珠紀『T 型集落点検とライフヒストリーでみえる 家族・集落・女性の底力』など）。 
このような状況下で、地域資源に関わる次世代の担い手像は、従来から資源を所有する地元住
民のみならず、外部からの移住者やスポットで関わり得る都市住民、また継続的に関わりを持ち
うる他出者といった幅広い主体の参画を想定できる環境へと大きく転じ、都市と農山村との間
を人材が行き交う「都市農村対流時代」への到来を予感させるところがあった。（小田切徳美・
筒井一伸編『田園回帰の過去・現在・未来』）。 
 
２．研究の目的 
 １．で示したように、現代日本の農山村は、過疎化、高齢化の下で農林地や家屋など地域資源
を所有する主体が世代交代期を迎え、相続を介した継承問題に直面している。他方で、2000 年
代以降、都市から農山村へのまなざしは大きく変化し、若年世代、ファミリー層の中で農山村を
目指す「田園回帰」現象の兆候が生まれ、これらの地域資源の利活用に関心を寄せる主体が登場
している。 
しかし、農村地域資源の世代間継承は各地で課題に直面し、困難を極めている。研究代表者の
図司直也（法政大学）は、本研究に接続する諸研究において、地域資源に関わる世代交代に直面
する現場において、家の所有問題である相続問題をどう乗り越えるか、また、外部人材が地域へ
の継続的な定着を図る上で、外部人材と受入側の農村コミュニティの双方が、地域に暮らし続け
られる経済的、社会的環境をどのように整えていくのか、という点に踏み込んだ分析の必要性を
確認していた。 
そこで、本研究では、①地域資源に関わる、農村地域資源に関わる主体の世代間、地域内外間
の関係性を意識し、「管理」単体から「所有―利用―管理」へと分析視角を拡張し、次世代の利
用・管理の担い手に繋いでいく方策を検討する。それとともに、②都市農村対流時代を迎えつつ
ある中で、都市部から農山村へと主体的な動きを見せる地域サポート人材が、地域に根差せる経
済的環境としての「なりわいづくり」と、社会的環境としての農山村側の「コミュニティ再生の
方向性」を検討する。上記の①②を通して、農山村地域資源の担い手の「継承」だけでなく、そ
の環境を整える「形成」と持続性を図る「定着」までを意識し、地域資源の担い手継承のプロセ
ス構築を、先発地域での調査分析から検討した。 
 
３．研究の方法 
 「農村地域資源」と「外部人材」の２つの側面から都市農村対流時代の実相を捉える本研究で
は、研究代表者である図司が全体統括し、６名の専門分野の研究分担者の知見を活かし、大きく
２つの観点から、先発的な実践現場の実態調査分析を中心に進めた。農村資源・コミュニティ班
は、農村地域資源の維持において農地などの家産における世代継承が、世帯の課題を乗り越え、
どのように地域全体で解決していくのかを農村コミュニティ再生の視点から検討した。また、外
部人材班は、地域サポート人材の農村地域資源・コミュニティへの関わり方とともに定着に向け
たなりわいづくりに焦点を当て、各々の先発事例を分析検討した。 
 
４．研究成果 
 本研究の初年度にあたる 2017 年度は、農山村地域を捉える上で学際的な研究メンバーで構成
した共同研究の着手期にあたり、まず共同研究会を開催し、メンバー間の研究アプローチや実



態・課題認識の共有を図った。その中で、研究の方向性・論点として以下のような点が挙げられ
た。①地域サポート人材（地域おこし協力隊・復興支援員）の実態と今後のあり方・制度の再検
討、②稲垣文彦氏による「地域力創造曲線」モデルのバージョンアップの検討（被災地復興から、
日常の地域再生活動への応用）、③農山村地域資源（空き家・土地利用）の利活用と次世代継承
のあり方（世帯と地域での合意形成）、④中心市街地・都市郊外の空洞化を射程に入れた検討（都
市でのリノベーション）、⑤先発事例と評された地域づくり事例のその後の経過捕捉（行政の限
界、多様な主体の登場）など、である。 
その上で、各メンバーが担当分野に関連した予備調査や現地作業を実施した。主なものとして、
青森県むつ市脇野沢地区における小さな拠点の整備に伴うワークショップ支援、岡山県津山市
上加茂地区における地域運営組織構築に向けた集落間連携支援、地域サポート人材育成支援な
どを行った。このような一連の作業を通して、まず各自で本調査に向けた仮説の構築と方針の検
討を進めた。 
２年目の 2018 年度は、各担当分野の仮説の構築と方針検討を深めるべく、各自でフィールド
活動をもとに研究活動を進めつつ、共同研究会を通してその共有を図った。農村資源・コミュニ
ティ班では、香川県まんのう町、徳島県海陽町、滋賀県甲良町、群馬県みなかみ町等での活動を
もとに、他出子を巻き込むネットワーク型自治、集落点検ワークショップのデザイン・活用、地
域資源管理の継続要因・意識醸成が議論の焦点となった。 
また、外部人材班では、地域おこし協力隊を中心に、活性化感全国調査の分析結果の共有や、
住民自治における地域戦略への位置づけ方、就村からなりわい就農へ新規就農アプローチが議
論の焦点となった。さらに、長野県佐久穂町における地域づくりの拠点整備と学生の役割につい
て、ケーススタディをもとに実践的な方向性について、各メンバーの知見を活かした提案がなさ
れた。 
全体として、地域の担い手が世代交代期を迎える中で、次世代、将来世代の立場からどのよう
にビジョンや方向性を描き、資源の継承に繋げるのか、フューチャーデザインと表現されるよう
な本研究の主題について共通認識の構築が図られた。 
３年目の 2019 年度に農村コミュニティ再生のビジョン共有のあり方を検討すべく９月に長野
県佐久穂町において、現地研究会を実施した。佐久穂町では、政府から求められた地方創生に対
して、都市農村対流時代への変化に敏感に対応し、コミュニティ創生戦略を策定、遂行してきた。
現地研究会では、戦略策定にあたった委員の皆さんや役場担当課の皆さんと研究メンバーとの
意見交換、現地視察を通して、本研究のテーマである農村地域資源の担い手の形成・継承に関す
る現場の実践の成果と課題を共有できた。 
さらに、研究メンバー各自が担当テーマに基づく研究成果を研究論文等で発表してきた。その
主たるものとして、田口太郎（徳島大学）は、地域おこし協力隊をはじめとする外部人材や農山
村地域における小規模自治のあり方について言及した。また、平井太郎（弘前大学）は、地域づ
くりワークショップに関する問題提起を行った。西城戸誠（法政大学（当時））は、再生可能エ
ネルギーと地域社会の社会的受容性の観点から、地域環境の持続性とその主体参画について話
題提供した。さらに、筒井一伸（鳥取大学）・平井・図司は、地方創生におけるプロセスデザイ
ンのあり方について現場の実践動向を発信する共著を出版した。 
４年目の 2020 年度には、本研究の最終段階として、農村コミュニティ再生のビジョン構築と
その共有のあり方を取りまとめる機会として、研究代表者の図司が、「都市農村対流時代に向け
た地方分散シナリオの展望」を学会誌『農業経済研究』および同学会の英文誌『The Japanese 
Journal of Agricultural Economics』に取りまとめた。報告では、本研究を通した現地調査と
議論の蓄積を踏まえ、田園回帰の動きを牽引した団塊ジュニア世代が高齢者となる 2040 年には、
農村と都市の双方で豊かなライフスタイルを享受する都市農村対流時代を迎えることを想定し、
新しい世代が創造しつつある農村回帰の価値観から描き出される地方分散シナリオと、そこに
求められる農村政策の展望およびシナリオ実現に向けたプロセス検討の必要性を提起した。 
５年目の 2021 年度には、本研究の最終年度にあたり、研究成果の取りまとめとして、研究代
表者の図司が論文等の作成を通して、内容公表に努めた。運営委員兼理事として関わる NPO 法人
中山間地域フォーラムが『中山間地域ハンドブック』を出版することになり、テーマ説明の項目
を担当した。具体的には、本研究のベースとなる農村地域資源の捉え方を整理した「集落機能と
資源管理」の項目と、都市農村対流時代を象徴する今日の時代背景についてまとめた「田園回帰」
の項目の２カ所が該当する。 
また、明治大学の小田切徳美から『新しい地域をつくる』の出版企画の呼びかけがあり、本研
究の成果の一部を「新しい再生プロセスをつくる」と題して取りまとめた。本研究が焦点とした
農村社会の兼業化、混住化という構造変化と、人口減少という担い手自体の減少局面を改めて整
理した上で、農村地域資源の担い手の世代交代を含めた継承のあり方を「農村再生のプロセスづ
くり」として提起した。手順としては、空洞化したコミュニティへの手当てがまず必要であり、
持続できる里山環境づくりを共通項として、地域コミュニティの質（QOL）を上げ、暮らしから
地域経済循環への橋渡しの機会を生み、多様な生業の再構築を目指す流れである。その際には、
地域課題の解決に執着し過ぎず、よそ者とともに世代の壁を乗り越える姿勢も求められる。 
同書には、筒井、平井、中島正裕（東京農工大学）も本研究会での議論をもとにした論考を執
筆している。特に、中島は「新しい地域資源利用・管理をつくる」として、本研究の議論を一段
高める形で取りまとめ、外部主体や次世代に「開かれた」農村協働力が地域レジリエンスの礎と



なる構図を明確に整理した。 
さらに、現地調査でお世話になった長野県佐久穂町から、集落運営に関する手引きの作成に関
する相談を受けてきた。その成果を取りまとめた冊子『さくほ集落の役の世界』に「暮らし甲斐
のある地域づくりに向けて」と題して寄稿し、今日の集落の役職の背景に関する解説を行い、現
場レベルでの実践に還元する機会も得た。 
 本研究の成果としては、最終集約の時期にあたる 2020 年以降で、新型コロナウィルス感染症
の影響を受け、全体取りまとめを進めることが困難となり、研究メンバーによる出版書籍やブッ
クレット、論文の形で個々に公表する形とせざるを得なかった。それでも、公表した内容につい
ては、本研究の関連領域の研究者、また農林水産省の政策立案部署、地方自治体の担当部署から
も問い合わせがあり、多方面からの反響を得ている。国が「食料・農業・農村基本計画」改訂の
中で農村政策の在り方を検討した時期（2020～22 年）や過疎法の見直しを進めた時期（2021 年）
に重なり、本研究で議論された論点が現場レベルで実装するタイミングに行き当たったことも
大きい。折しも政策レベルで「地域政策・農村政策の総合化」が主要な論点となってきたことか
ら、本研究で構築した多角的な農村分析のアプローチを活かし、政策を通した現場への具体的な
還元のあり方について引き続き研究を深める予定である。 
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